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国名：中国 

項目 内容 調査方法・ 

情報源 

1) EPAs/FTAs 現在、日本・中国間の貿易協定は 2022年 1月 1日に発

効した地域的な包括的経済連携（RCEP）協定である。 

また、中国はアセアン 10ヵ国との自由貿易協定(ACFTA)

がある。ACFTAは中国が先に 2002年 11月に批准し、

2015年 11月に更新された。 

商務省

(MOFCOM)が、

中国の「China FTA 

Network」ウェブサ

イトを管理してい

る。同ウェブサイト

では、中国が加盟

国となっている全

ての自由貿易協定

が記載されてい

る。ウェブサイトは

次のリンクよりアク

セス可能 link

2) 発給機関 RCEP及び ACFTAにおける原産地証明書（COO）を発

給する中国の機関は、関税局、中国国際貿易促進委員

会（China Council for the Promotion of International 

Trade：CCPIT)及び現地の CCPITの代表事務所。 

• 中国関税局総

務部(GAC)命

令第 255号。

英文は次のウ

ェブサイトより

確認可能 link

• GAC命令第

136号。英文

は次のウェブ

サイトより確

認可能 link

3) 発給手数

料 

関税局、CCPIT又は CCPITの現地代表所が発給した

COOは無料。 

当局への照会 

4) 必要書類

／申請手

順 

RCEP及び ACFTAにおいて、適用する自由貿易協定に

従い、中国の製造業者、輸出者、及び輸出代理人は関税

局又は CCPITが発給する COOを申請できる。 

基本的に、申請はオンラインで提出。申請者、商品、輸出

取引に関する詳細情報を記入する必要がある。次の書類

を含む、商品の原産性の関連書類をアップロードする必

要がある。（ただし、この限りではない。） 

• コマーシャル・インボイス

• 第三国インボイス

• 輸送関連書類

• 輸出申告書

• 部品表

• プロセス工程の説明書

• 購入の証明（Proof of purchase）

• GAC 命令第

255号。上記

を参照。

• RCEPの原産

地規則の運用

上の証明手続

き。次のウェ

ブサイトより確

認可能 link

• GAC 命令第

136号。上記

参照。

• ACFTAの原

産地規則の運

用上の証明手

続き。次のウ

http://fta.mofcom.gov.cn/english/index.shtml
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=4122252&eng=0&prid=fb91aac8-f804-4742-8b31-d275dcbf378f&crid=ff4b39e2-671f-4b10-80d7-96c3bbbe6251
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=3447561&eng=0&prid=e091f83d-0266-47eb-b5c3-cd1b0a10b9f9&crid=472e98ff-592c-460c-8986-80f18932fce3
http://fta.mofcom.gov.cn/rcep/rceppdf/d3z_en.pdf
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ェブサイトより

確認可能 link 

• GAC ウェブサ

イトは次のリ

ンクより閲覧

可能。link（中

国語のみ） 

• CCPIT  ウェブ

サイトは次の

リンクより閲覧

可能。 link（中

国語のみ） 

 

5)  電子ファイ

ル提出 

上述のとおり、中国の申請者は、輸出販売のための特恵

COO（該当する RCEP又は ACFTA上で発給する COO）

を申請できる。申請はオンラインで行い、必要書類を電子

で提出する。ただし、申請者は、COOの発給機関の要求

に備え、最低 3年間申請書等の原本を保管する義務が

ある。 

 

RCEP又は ACFTA上で発給する COOについて、電子

形式での発給は可能で、輸出先が次の国である場合、中

国の申請者は電子コピーをダウンロードし、印刷。 

 

ACFTA上で発給する COO： 

• インドネシア 

• シンガポール 

• タイ 

 

RCEP上で発給する COO： 

• シンガポール 

• タイ 

• 日本 

• ニュージーランド 

• オーストラリア 

• インドネシア 

• 韓国 

• マレーシア 

 

輸入の場合、特恵関税対応を請求する輸入者は、関税

局に関連 COOを提出し、審査を受ける。提出は、紙媒体

の書類原本でも電子形式（例えば、関税局のシステムへ

のアップロード）でも可能。電子提出を行う場合、関税局

が定めた仕様フォーマット（形式、サイズ、電子署名等）に

従う必要がある。また、関税局が必要と判断した場合、紙

媒体の申請書原本を関税局へ提出することが求められる

ことがある。 

 

• GAC速報

(2021) 第 34

号。英文は次

のウェブサイト

より確認可

能。 link 

• GAC速報

(2019) 第 77

号。英文は次

のウェブサイト

より確認可

能。 link 

• GAC速報

(2020) 第 63

号。次のウェ

ブサイトより確

認可能。link 

(中国語のみ) 

• GAC速報

(2021) 第 43

号。次のウェ

ブサイトより確

認可能。link 

(中国語のみ) 

• GAC速報

(2021) 第 106

号。英文は次

のウェブサイト

より確認可

能。 link 

• GAC速報

(2022) 第 13

号。次のウェ

ブサイトより確

http://fta.mofcom.gov.cn/china_dongmeng_upgrade/annex/yds_flA_en.pdf
http://online.customs.gov.cn/static/pages/index.html?guidebookUrl=/static/pages/guides/000729003002/000729003002.html&applyUrl=http%3A%2F%2Fsc.chinaport.gov.cn%2Fdeskserver%2Fsw%2FdeskIndex%3Fmenu_id%3Dcoo001&userType=2&systemType=WEB&taskCode=11100000000014154E1000729003002&flag=false
https://co.ccpit.org/front/aboutQuestionContent/16
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=3965768&eng=0&prid=477ed21c-c879-4013-82b9-030e65208b07&crid=d7b18579-c7e1-4c0a-a412-c109c43ad052
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=3416906&eng=0&prid=47b2f015-3f31-494c-86a7-fab00ce5ccdb&crid=8c124d2d-b12f-47c9-8a63-e040b30e97e6
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=N&origin_id=3799962&eng=0&keyword=5rW35YWz5oC7572y5LqONeaciDfml6Xlr7nlpJblj5HluIPkuobmianlpKfoh6rliqnmiZPljbDljp%2FkuqflnLDor4HkuabojIPlm7TnmoTlhazlkYos5rW35YWz5oC7572y5LqONeaciDfml6Xlr7nlpJblj5HluIPkuobmianlpKfoh6rliqnmiZPljbDljp%2FkuqflnLDor4HkuabojIPlm7TnmoTpgJrnn6Us5rW35YWz5oC7572y5LqONeaciDfml6Xlr7nlpJbljbDlj5HkuobmianlpKfoh6rliqnmiZPljbDljp%2FkuqflnLDor4HkuabojIPlm7TnmoTlhazlkYos5rW35YWz5oC7572yLOWOn%2BS6p%2BWcsCzmgLvnvbIs5rW35YWzLOmAmuefpSzljbDlj5Es5YWs5ZGKLOivgeS5pizojIPlm7Qs5omT5Y2wLOiHquWKqSzmianlpKcs5Y%2BR5biDLOWvueWklizljp%2FkuqcsN%2BaXpSw15pyI&t_kw=5rW35YWz5oC7572y5LqONeaciDfml6Xlr7nlpJblj5HluIPkuobmianlpKfoh6rliqnmiZPljbDljp%2FkuqflnLDor4HkuabojIPlm7TnmoTlhazlkYos5rW35YWz5oC7572y5LqONeaciDfml6Xlr7nlpJblj5HluIPkuobmianlpKfoh6rliqnmiZPljbDljp%2FkuqflnLDor4HkuabojIPlm7TnmoTpgJrnn6Us5rW35YWz5oC7572y5LqONeaciDfml6Xlr7nlpJbljbDlj5HkuobmianlpKfoh6rliqnmiZPljbDljp%2FkuqflnLDor4HkuabojIPlm7TnmoTlhazlkYos5rW35YWz5oC7572yLOWOn%2BS6p%2BWcsCzmgLvnvbIs5rW35YWzLOmAmuefpSzljbDlj5Es5YWs5ZGKLOivgeS5pizojIPlm7Qs5omT5Y2wLOiHquWKqSzmianlpKcs5Y%2BR5biDLOWvueWklizljp%2FkuqcsN%2BaXpSw15pyI&search_keyword=%E6%B5%B7%E5%85%B3%E6%80%BB%E7%BD%B2%E4%BA%8E5%E6%9C%887%E6%97%A5%E5%AF%B9%E5%A4%96%E5%8F%91%E5%B8%83%E4%BA%86%E6%89%A9%E5%A4%A7%E8%87%AA%E5%8A%A9%E6%89%93%E5%8D%B0%E5%8E%9F%E4%BA%A7%E5%9C%B0%E8%AF%81%E4%B9%A6%E8%8C%83%E5%9B%B4%E7%9A%84%E5%85%AC%E5%91%8A&prid=b99a3d74-ae00-af97-cec8-fc12ccdc53ec&crid=51045102-e6c0-4900-9c80-8945b8a206ca
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=N&origin_id=3991062&eng=0&keyword=&t_kw=6Ieq5Yqp5omT5Y2w&prid=810c7a37-9e20-bce1-6c66-4df998389ab8&crid=27331bba-ce1d-42b5-83e8-210c30ab1b41
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=4157744&eng=0&prid=3e0a13ad-75f5-450e-a6e2-183ea230bc50&crid=34df6341-b3c8-40c3-9a63-fcb41016548f
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また、一定の国の関税当局に対しては原産国情報通信シ

ステムが運用されている。この場合、輸出国が発給した

電子 COOが自動的に中国関税局のシステムに送信され

るため、中国の輸入者は紙媒体や電子の COOを別途中

国関税局に提出することが不要になる。 

 

現在、当該電子通信システムは、シンガポール及びインド

ネシアで発給された ACFTAの COO（フォーム E）に対

応。 RCEP上で発給する COOには対応していない。 

認可能。link 

(中国語のみ) 

• GAC速報

(2022) 第 129

号。次のウェ

ブサイトより確

認可能。link 

(中国語のみ) 

6)  遡及発給 発給可能。 

 

中国の申請者が過失やその他の正当な理由で、輸出出

荷前に RCEP又は ACFTAの COOを申請しなかった場

合、出荷後 1年以内であれば遡及発給が認められる。こ

の場合、COOには「遡及発給」と記載される。 

 

申請手続きは、上述の通常の COOの手続と同様。 

• GAC 命令第

255号。上記

を参照。 

• RCEPの原産

地規則の運用

上の証明手続

き。上記を参

照。 

• GAC 命令第

136号。上記

を参照。 

• ACFTAの原

産地規則の運

用上の証明手

続き。上記を

参照。 

7)  再発給 再発給可能。  
 

RCEP又は ACFTAの COOに記載する情報の誤り・抜け

漏れ等がある場合、COOの修正又は再発行は可能。ま

た、忘失・破損の場合に COOの再発行は可能。 

 

COOの修正又は再発行は、元の COOの発給日より 1

年以内にすること。手続上、申請は元の COOの発給機

関にて行うこと。 

• GAC 命令第

255号。上記

を参照。 

• RCEPの原産

地規則の運用

上の証明手続

き。上記を参

照。 

• GAC 命令第

136号。上記

を参照。 

• ACFTAの原

産地規則の運

用上の証明手

続き。上記を

参照。 

 
8)  第三国イン

ボイス 

RCEP及び ACFTA上発給された COOでは、第三国イン

ボイスを容認。使用するインボイスが輸出者又は製造者

が発行者でない場合、COOの「第三国インボイス」欄にチ

ェックを入れる必要がある。また、インボイスを発行する会

社の社名及び国名も入力する必要がある。 

• GAC 速報 

2021 第 106

号の付属書類

としての

RCEPの

COO formは

https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=N&origin_id=4177708&eng=0&keyword=6Ieq5Yqp5omT5Y2w&t_kw=&prid=8cac12f1-4a1d-71db-2460-8c6d3f5b2871&crid=67e1a029-6a6a-4659-8fc4-76f0c1706b08
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=N&origin_id=4500834&eng=0&keyword=5rW35YWz5oC7572y6YCa55%2BlMjAyMuW5tOesrDEyOeWPtyzmtbflhbPmgLvnvbLlhazlkYoyMDIy5bm056ysMTI55Y%2B3LOa1t%2BWFs%2BaAu%2Be9siznrKwxMjnlj7csMjAyMuW5tCzmtbflhbMs5oC7572yLOWFrOWRiizpgJrnn6UsMjAyMizlubQs56ysLDEyOSzlj7c%3D&t_kw=5rW35YWz5oC7572y6YCa55%2BlMjAyMuW5tOesrDEyOeWPtyzmtbflhbPmgLvnvbLlhazlkYoyMDIy5bm056ysMTI55Y%2B3LOa1t%2BWFs%2BaAu%2Be9siznrKwxMjnlj7csMjAyMuW5tCzmtbflhbMs5oC7572yLOWFrOWRiizpgJrnn6UsMjAyMizlubQs56ysLDEyOSzlj7c%3D&search_keyword=%E6%B5%B7%E5%85%B3%E6%80%BB%E7%BD%B2%E5%85%AC%E5%91%8A2022%E5%B9%B4%E7%AC%AC129%E5%8F%B7&prid=8f67e941-f585-404b-b644-99fb59dc200d&crid=f2fec998-32d0-4d80-8312-b4d2d97436a4
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次のリンクより

確認可能。 

link (中国語

のみ) 

• GAC 命令第

136号の付属

書類としての

ACFTAの

COO formは

次のリンクより

確認可能。 

link (中国語の

み) 

 

9)  連続する原

産地証明

書（Back-

to-back 

certificate 

of origin） 

中国の再輸出者は、RCEP上の Back-to-back COOを申

請できる。申請手続きは、通常の RCEPの COOの申請

と同様。ただし、 Back-to-back COOの申請には、当該出

荷が Back-to-back COO に関する RCEP上の規則に順守

していることを証明するために、COOの原本の提出及び

関連書類のアップロードが必要である。 

 

中国の再輸出者は、ACFTAに従って移動証明書

（Movement Certificate）を申請することができる。申請手

続き及び申請に必要な書類は上記と同様。 

• GAC 命令第

225号。上記

を参照。 

• GAC 命令第

136号。上記

を参照。 

• GAC速報

(2011) 第 11

号。英文は次

のウェブサイト

より確認可

能。 link 

• RCEPの原産

地規則の運用

上の証明手続

き。上記を参

照。 

• ACFTAの原

産地規則の運

用上の証明手

続き。上記を

参照。 
10)  非加工証

明書 

非加工証明書に関する国家規則は公布されていないが、

中国東海岸（南京、寧波、杭州等）の現地税関では、中国

を通過し、中国の税関管理エリアで保管された商品に対

し、非加工証明書を発給する。当該非加工証明書は

RCEP又は ACFTA等の特定の自由貿易協定専用では

ないが、一般的に関連性があれば適用する自由貿易協

定に従って発給するものである。 

 

非加工証明書の申請書は、特定の税関にて提出する必

要がある。 

• 南京税関の関

連告示は、次

のリンクより確

認可能。link 

(中国語のみ) 

• 寧波税関の関

連告示は、次

のリンクより確

認可能。 link  

(中国語のみ) 

• 杭州税関の関

連告示は、次

http://www.customs.gov.cn/customs/302249/302266/302267/4122288/index.html
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=3447561&eng=0&prid=e091f83d-0266-47eb-b5c3-cd1b0a10b9f9&crid=472e98ff-592c-460c-8986-80f18932fce3
https://hk.lexiscn.com/law/content.php?provider_id=1&isEnglish=Y&origin_id=1340766&eng=0&prid=7ecd7d1a-048b-4023-bacb-5a17fb694d9b&crid=930126ee-2013-4a6a-bbe9-06c3999b7735
http://nanjing.customs.gov.cn/nanjing_customs/589281/589283/589285/4018744/index.html
http://ningbo.customs.gov.cn/ningbo_customs/470752/2881004/2881032/yggg/4024030/index.html


 

本調査は、JETROバンコクの依頼によりベーカーマッケンジー法律事務所バンコクオフィスが元請負先として、2023年 3月末時点の情

報に基づき取りまとめたものです。本調査は、各種自由貿易協定について一般的かつ一次的な情報を提供するものです。個別の輸出

入や自由貿易協定の手続きに関しては、最新の法令及び実務対応等をご確認ください。 

 

調査日（確認日）：2023年 6月 1日 

のリンクより確

認可能。link  

(中国語のみ) 
11)  累積必要

書類 

中国では累積規則が適用される場合の書類に関する規

則が公布されていない。経験的には、発給機関はケース

バイケースで必要書類を定める。 

 

http://hangzhou.customs.gov.cn/hangzhou_customs/575609/1708095/575610/4016067/index.html

